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� まえがき

わが国は、長引く経済不況下、社会経済面を中心に機構や構造改革が急務の課題となってい

る。それは、高度経済成長期に肥大した行政機構、巨大化した企業の組織などの問題と、１９８０

年前後を境に大量生産・大量消費時代の終焉と、新たに始った多様化時代の潮流に起因してい

るといえる。その結果として、行政・経済機構が甦生するための構造改革が迫られることにな

った。行政機構では政府行政、地方行政全般に、経済機構では生産部門、販売部門そして消費

スタイルを含めた体質の改善が求められた。これらの課題への取り組みは、わが国だけではな

く国際的規模で行われることになった。このことは一部では終結し、あたらしい体制を整え一

定の成果を得ているものもあるが、いまだその渦中にある部門も数多くある。機構や構造の改

革が推進されるために、労働者一人ひとりの心身の負担によるところが大きかったといわねば

ならない。「労働者とうつ病」「労働者の自殺」「労働とストレス」などが問題として顕在化した

ことも、関係した問題として見過ごすことはできない。

当該調査研究は、わが国の重要な生産基地のひとつである滋賀県における、その影響を労働

者のメンタル面に焦点をあて、事業場と支援の両面から調査を実施し、実情とそれを支援する

ネットワークづくりを視野に入れたものである。

アンケート調査を実施するにあたり、先行研究として福岡産業保健推進センターが実施した

アンケート調査の目的に本調査が合致するところから、同センターで実施された調査をモデル

として「職場におけるメンタルヘルス対策の実情と支援のためのネットワークづくりのニーズ

に関する調査」�を同センターのご承諾を得て作成した。福岡産業保健推進センターのご承諾

とご協力に謝意を表したい。

また、調査�は、厚生労働省の委託事業である「メンタルヘルス指針推進モデル事業」推進

に使用されている「メンタルヘルス指針対応初期チェックリスト」を基に作成した。＊

＊厚生労働省、中央労働災害防止協会：平成１４年度メンタルヘルス指針推進モデル事業場 事例集（中央労働災害防止協会、平成１４年）

� 対象と方法

県下事業場におけるメンタルヘルス対策の現状と、事業外資源としての県下精神科医の事業

場のメンタルヘルスへの対応の状況を明らかにするため、無記名式郵送法によるアンケート調

査を行った。前者については、「職場におけるメンタルヘルス対策の実情と支援のためのネッ

トワークづくりのニーズに関する調査」と題したアンケート（付録参照）を滋賀県下１，３１８事

業場に送付した。なお、本アンケートは、事業場のメンタルヘルス問題の現状を明らかにする

ための「職場におけるメンタルヘルス対策の実情と支援のためのネットワークづくりのニーズ

に関する調査�」と、事業場のメンタルヘルス対策の実情を明らかにするための「職場におけ

るメンタルヘルス対策の実情と支援のためのネットワークづくりのニーズに関する調査�」の

２部構成とした。回答は、アンケート�が５３５事業所（４０．６％）、アンケート�が５１６事業所

（３９．２％）であった。

事業場外資源としての精神科医に対する調査は、「職場におけるメンタルヘルス対策支援の

ためのアンケート（医師）」（付録参照）によって無記名式郵送法でおこなった。県下精神科医

１０２名を対象としてアンケートを送付、３３名（３２．４％）から回答を得た。
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� 調査結果

１．ネットワークづくりのニーズ�

� 回答者の内訳

� 回答者の男女比は４２６名（７９．６％）が男性であった（表１－１－１）。

� 回答者の職種は人事・労務担当者が３２４名（６０．６％）、安全・衛生管理者１２８名（２３．９％）と

で８４．５％を占めており、産業看護職１５名（２．８％）、産業医５名（０．９％）等は少数であった

（表１－１－２）。

� 事業場の業種については、製造業が２７８事業場（５２．０％）と最も多く、ついでサービス・

販売１２６事業場（２３．５％）となっている（表１－１－３）。

	 従業員数規模については１００～２９９人が３７．９％であり、ついで５０～９９人が３０．３％で、３００

人未満の従業員数規模の事業場が６８．２％を占めている（表１－１－４）。

� 結果

� ［メンタルヘルス］という言葉のイメージについて

「心の健康づくり、または精神面の健康管理」が４５４名（８４．９％）で最も多い。「心の

不健康、または精神面の不調や病気」「仕事への意欲が低下した従業員への支援」といっ

たイメージより、全体を対象とした積極的な捉え方がされている（表１－２）。

� 従業員の心の健康に関連した問題の経験について

何らかの経験をした人は３０３名（５６．６％）となっている（表１－３）。内容については、複数

回答であることから、単一でなく複合的な問題として捉えられており、６８．３％が「人間

関係」を挙げている（表１－４）。

� 問題発生時の対応について

上記�と同様に３０３名中「人事・労務担当者が対応」が７６．２％となっているが、それぞ

れの内容に応じて、対応しているものとみられ、「本人と家族にまかせた」１６．８％や「病

院での治療を勧めた」５４．８％、「病院以外の外部機関に相談」７．６％まで様々である（表

１－５）。

	 メンタルヘルス対策や心の健康づくりに関する活動について

何らかの活動を行っていると回答したのは４５．４％、していないと回答したのは５３．３％

となっている（表１－６）。

また、実施されている内容については、職場の懇親会５１．４％、スポーツなどのレクリエ

ーション４４．８％などのほかは、メンタルヘルスの講習会への参加や管理職への研修会の

実施、講習会の開催などが複数回答されている（表１－７）。
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 メンタルヘルスの担当として、中心的な役割を果たしている人について

無回答が４２４名（７９．３％）となっており、最も多い。中心的役割という解釈がさまざま

であった為か、組織としてどれほど明確に位置づけられるか詳細は不明である（表１－８－

１）。一方、「対策に関係している人」としては、人事・労務担当者が３１．９％、安全・衛

生管理者２０．７％、自社の嘱託産業医２０．２％、自社の保健師・看護師１３．０％となっており、

健診機関の産業医または保健師６．７％など様々であり、それぞれ協同で役割を果たして

いるものと思われる（表１－８－２）。

� メンタルヘルス対策が実施されていない理由について

実施していないと回答した２８５名（５３．３％）のうち、「これまでは必要性を感じなかっ

た」という回答が６３．５％があるものの「具体的に何をすればよいかがわからない」４３．２％、

「適当な相談者やカウンセラーがいない」３０．９％などの理由があげられており、課題を

解決するための適切な方策や助言が必要とされている、と考えられる回答がみられる（表

１－９）。

� 地域産業保健センターや産業保健推進センターといった、産業保健支援のためのセンタ

ーの利用について

「利用したことがない」という回答が、４６０名（８６．０％）あり、その理由としては、「こ

れまでにその必要が生じなかった」６８．３％、「センターの行っている支援の内容を知ら

ない」３５．９％、「センターの存在を知らなかった」１７．０％、「センターへの連絡方法が

わからない」が４．３％あるということから、周知のための方策が必要とされていること

を示す結果と考えられる（表１－１０、１－１１）。

 「事業場における労働者の心の健康づくりのための指針」の内容について

「あまり理解していない」という回答が４７．３％、「全く知らない」１８．７％を加えると、

６６％になる。また、講習会への参加については、「希望する」４２．６％、「既に参加した」

６．６％であるが、「どちらとも言えない」４６．５％、「希望しない」３．７％と消極的な意見

もみられる（表１－１２、１－１３）。

� 地域産業保健センター、滋賀産業保健推進センター、各事業所あるいは労働基準協会と

の間に、電話・ＦＡＸ、インターネットによるネットワークがあれば、利用したいかと

いう質問について

「どちらとも言えない」が５０．１％、「利用したい」が３９．８％、「利用しない」も７．５％

ある。「利用したい」という回答のなかでは「メンタルヘルス対策の進め方全般に関す

る相談」６９．５％、「具体的な事例の相談」６４．３％、についてニーズがあり、「医療機関

の紹介」「講習会・研修会の講師派遣」３１．９％などが期待されている（表１－１４、１－１５）。
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「ネットワークづくりのニーズ�」に関する回答

〔回答者の属性〕

〈表１－１－１〉（調査票�問１）性別

〈表１－１－２〉（調査票�問１）担当部署別

〈表１－１－３〉（調査票�問１）業種別

〈表１－１－４〉（調査票�問１）規模別

性 別 回答数（％）
� 男 ４２６（７９．６）
� 女 ９５（１７．８）
無回答 １４（２．６）
計 ５３５

担 当 部 署 回答数（％）
� 人事・労務担当 ３２４（６０．６）
� 安全・衛生管理者 １２８（２３．９）
� 産業医 ５（０．９）
� 産業看護職（保健師、看護師） １５（２．８）
� 事業主（工場長、支店長） ４８（９．０）
無回答 １５（２．８）
計 ５３５

業 種 回答数（％）
� 製造業 ２７８（５２．０）
� 建設業 ２７（５．０）
� サービス・販売 １２６（２３．５）
� 情報通信 ５（０．９）
� 金融・保険業 １１（２．１）
� 農林水産 １（０．２）
� 鉱業 １（０．２）
� その他 ７９（１４．８）
無回答 ７（１．３）
計 ５３５

規 模 別 回答数（％）
� ５０人未満 ８４（１５．７）
� ５０～９９人 １６２（３０．３）
� １００～２９９人 ２０３（３７．９）
� ３００～９９９人 ５６（１０．５）
� １０００人以上 １８（３．４）
無回答 １２（２．２）
計 ５３５
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無回答 
0.9%

仕事への意欲が低下し 
た従業員への支援 

0.7%
良く分からない 

2.1%

心の健康作り、また 
は、精神面の健康管理 

85%

心の不健康、または、 
精神面の不調や病気 

11.4%

はい 
56.6%

いいえ 
35.0%

よくわからない 
7.7%

無回答 
0.7%

〈表１－２〉（調査票�問２）「メンタルヘルス」という言葉のイメージ

〈表１－３〉（調査票�問３）従業員の心の健康に関連した問題の経験者数

〈表１－４〉（調査票�問４）経験した心の健康に関連した問題の内容（〈表１－３〉で「はい」と答え

た３０３名について）（複数回答）

選 択 肢 回答数（％）
� 心の不健康、または、精神面の不調や病気 ６１（１１．４）
� 心の健康作り、または、精神面の健康管理 ４５４（８４．９）
� 仕事への意欲が低下した従業員への支援 ４（０．７）
� 良く分からない １１（２．１）
� その他 ０（０．０）
無回答 ５（０．９）
計 ５３５

経 験 の 有 無 回答数（％）
� はい ３０３（５６．６）
� いいえ １８７（３５．０）
� よくわからない ４１（７．７）
無回答 ４（０．７）
計 ５３５

問 題 の 内 容 回答数（％）
� 職場の人間関係の問題 ２０７（６８．３）
� 仕事への意欲の低下 １３４（４４．２）
� 過労による体調不良 ６７（２２．１）
� 仕事の適性に関する問題 １３６（４４．９）
� 無断欠勤、遅刻、早退 ６９（２２．８）
� 長期休業 ７５（２４．８）
� 入・退院の繰り返し ３４（１１．２）
� 昇進・昇給の問題 ２１（６．９）
� 大事故・大災害後のストレス（ＰＴＳＤ） ８（２．６）
� その他 ２０（６．６）
回答者数計 ３０３
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はい 
45.4%

いいえ 
53.3%

無回答 
1.3%

〈表１－５〉（調査票�問５）問題の発生時の、対応の仕方（〈表１－３〉問３で「はい」と答えた３０３

名について）（複数回答）

〈表１－６〉（調査票�問６）メンタルヘルス対策や心の健康づくりに関して、活動の有無

〈表１－７〉（調査票�問７）メンタルヘルス対策や心の健康づくりの内容（〈表１－６〉問６で「はい」

と答えた２４３名について）（複数回答）

対 応 の 内 容 回答数（％）
� 人事・労務担当者が対応 ２３１（７６．２）
� 嘱託産業医が対応 ９４（３１．０）
� 保健師・看護師が対応 ６６（２１．８）
� 病院での治療を勧めた １６６（５４．８）
� 病院以外の外部機関（健診機関等）に相談 ２３（７．６）
� 本人と家族にまかせた ５１（１６．８）
� その他 ２６（８．６）
回答者数計 ３０３

活 動 の 有 無 回答数（％）
� はい ２４３（４５．４）
� いいえ ２８５（５３．３）
無回答 ７（１．３）
計 ５３５

メンタルヘルス対策や心の健康づくり 回答数（％）
� 職場内の懇親会 １２５（５１．４）
� スポーツなどのレクリエーション １０９（４４．８）
� メンタルヘルスに関する講習会の開催 ８１（３３．３）
� 管理職へのメンタルヘルス研修 ９０（３７．０）
� 担当者（人事や安全・衛生管理者）にメンタルヘルスの講習会に参加させている １０４（４２．８）
� 健康診断にメンタルヘルスの質問項目を含めている ６３（２５．９）
� その他 ４０（１６．５）
回答者数計 ２４３
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その他 
1.1%

自社の保健師・看護師 
2.1%安全・衛生管理者 

2.8%

自社の嘱託産業医 
3.2%

人事・労務担当者 
11.6%

無回答 
79.3%

安全・衛生管理者 
20.7%

自社の嘱託産業医 
20.2%

自社の保健師・看護師 
13.0%

その他 
7.5%

健診機関の産業医または 
保健師 
6.7%

人事・労務担当者 
31.9%

〈表１－８－１〉（調査票�問８）メンタルヘルス対策の中心的な役割を果している人

〈表１－８－２〉（調査票�問８）メンタルヘルス対策に関係している人（複数回答）

〈表１－９〉（調査票�問９）メンタルヘルス対策を実施していない理由（〈表１－６〉で「いいえ」と

答えた２８５名について）（複数回答）

中心的な役割を果している人 回答数（％）
� 人事・労務担当者 ６２（１１．６）
� 自社の嘱託産業医 １７（３．２）
� 自社の保健師・看護師 １１（２．１）
� 安全・衛生管理者 １５（２．８）
� 健診機関の産業医または保健師 ０（０．０）
� その他 ６（１．１）
無回答 ４２４（７９．３）
計 ５３５

対策に関係している人 回答数（％）
� 人事・労務担当者 １２０（３１．９）
� 自社の嘱託産業医 ７６（２０．２）
� 自社の保健師・看護師 ４９（１３．０）
� 安全・衛生管理者 ７８（２０．７）
� 健診機関の産業医または保健師 ２５（６．７）
� その他 ２８（７．５）
計 ３７６

対策を実施していない理由 回答数（％）
� これまでは必要性を感じなかった １８１（６３．５）
� 人手が足りない ５０（１７．５）
� 時間的余裕がない ７４（２６．０）
� 経済的余裕がない ２９（１０．２）
� 具体的に何をすればよいかがわからない １２３（４３．２）
� 適当な相談者やカウンセラーがいない ８８（３０．９）
� プライバシーの問題がからむから ９１（３１．９）
� 会社のイメージが悪くなるから １（０．４）
� その他 ７（２．５）
回答者数計 ２８５

－７－



はい 
13.3%

いいえ 
86.0%

無回答 
0.7%

大体理解している 
29.0%

全く知らない 
18.7%

よく理解している 
4.3%

無回答 
0.7%

あまり理解していない 
47.3%

〈表１－１０〉（調査票�問１０）地域産業保健センター・産業保健推進センターの利用の有無

〈表１－１１〉（調査票�問１１）推進センター等を利用していない理由（〈表１－１０〉で「いいえ」と答え

た４６０名について）（複数回答）

〈表１－１２〉（調査票�問１２）「事業場における労働者の心の健康づくりのための指針」の理解度

センターの利用の有無 回答数（％）
� はい ７１（１３．３）
� いいえ ４６０（８６．０）
無回答 ４（０．７）
計 ５３５

利用していない理由 回答数（％）
� これまでにその必要が生じなかった ３１４（６８．３）
� センターが行っている支援の内容を知らない １６５（３５．９）
� センターへの連絡方法がわからない ２０（４．３）
� センターの存在を知らなかった ７８（１７．０）
� その他 １６（３．５）
� 無回答 １５（３．３）
回答者数計 ４６０

理解の内容 回答数（％）
� よく理解している ２３（４．３）
� 大体理解している １５５（２９．０）
� あまり理解していない ２５３（４７．３）
� 全く知らない １００（１８．７）
無回答 ４（０．７）
計 ５３５

－８－



希望する 
42.6%

希望しない 
3.7%

既に参加した 
6.6%

無回答 
0.6%

どちらとも言えない 
46.5%

利用したい 
39.8%

利用しない 
7.5%

その他 
2.2%

無回答 
0.4%

どちらとも言えない 
50.1%

〈表１－１３〉（調査票�問１３）「事業場における労働者の心の健康づくりのための指針」関連講習会へ

の参加希望

〈表１－１４〉（調査票�問１４）関係機関との間に、ネットワークがあった場合の利用希望

〈表１－１５〉（調査票�問１５）〈表１－１４〉で「利用したい」と回答された２１３名の、利用目的

参加希望の有無 回答数（％）
� 希望する ２２８（４２．６）
� 希望しない ２０（３．７）
� どちらとも言えない ２４９（４６．５）
� 既に参加した ３５（６．６）
無回答 ３（０．６）
計 ５３５

利 用 希 望 回答数（％）
� 利用したい ２１３（３９．８）
� 利用しない ４０（７．５）
� どちらとも言えない ２６８（５０．１）
� その他 １２（２．２）
無回答 ２（０．４）
計 ５３５

利 用 目 的 回答数（％）
� メンタルヘルス対策の進め方全般に関する相談 １４８（６９．５）
� 具体的な事例の相談 １３７（６４．３）
� 講習会・研修会の講師派遣 ６８（３１．９）
� メンタルヘルス関連の医療機関の紹介 ７０（３２．９）
� 健診時等におけるメンタルヘルスに関する質問紙による調査 ４２（１９．７）
� その他 １（０．５）
回答者数計 ２１３

－９－



� 自由意見

「職場におけるメンタルヘルス対策の実情と支援のためのネットワークづくりのニーズに関する

調査�」の最後に、「何かご意見がございましたら、ご自由にお書き下さい。」欄を設けた。記載さ

れていた意見などの記述を、以下にほぼ原文のまま掲載する。

� カウンセラーが安価で利用できればと思います。

� 今まで健保組合のほうからどちらかと言えばトップダウンの方式できたのですが１２月に解散に

なるので地域産業保健センター等、だいぶお世話になるような気がします。

� 無料で会社に来て講習を希望します。

	 医療（看護・介護等）の職場においては、職員のメンタルヘルスの要因が複雑であり、職場内

のラインでまた、組織内で完結することが困難です。メンタルヘルスの相談を人事と連動させ

るには本質的に無理だと考えます。人事の公平さを失うからです。また小規模事業所は人事労

務を兼ねておりますので、組織内部の担当は工夫が必要です。所属長までの相談で早期対応が

不成功な事例が年々多発する傾向にあります。


 社会保険委員の研修会でメンタル面のことがあって各人にあてはまる事項があって社内での研

修が必要であることを認識していましたが、１回実施してその後は何もしていないので今後資

料を集めて各自で勉強したいと思います。

� 具体的な事例が発生した場合の身近な指導者（窓口）についての情報が必要です。（無料相談

ならなお良い）特に“うつ病”など長期療養を必要とする事例などへの対処法等を希望する。

（勤務との関連）

� 産業医さんに来て頂いても、相談に来る従業員がほとんどいない。

 産業医が相談にあたっても、本当に真剣に本人に接しているのかどうか疑問である。（産業医

の人間性を疑う）

� 必要性は、よく理解していますが、この不況の中、人員削減もあり、とてもメンタルヘルスに

対応する人的、時間的余裕がありません。何らかの支援が必要だと思います。

� 表面だけの生半可な知識教育だと、誤まった結論に導くおそれのある問題である。十分にキャ

リアと知識をもった専門家の育成が急務であると思います。流行の臨床心理士だけでは解決で

きない。本人、家族、職場全体で取り組まなければならない問題です。

� 親会社の診療所で（産業医）を利用している。親会社のメンタルヘルス対策と同様に進めてい

る。

－１０－



２．ネットワークづくりのニーズ�

� 回答者の内訳

� 回答者の男女比は４０８名（７９．１％）が男性、女性は９４名（１８．２％）であった（表２－１－１）。

� 回答者の職種は人事・労務担当者が６２．０％（３２０名）、安全・衛生管理者が２３．１％（１１９名）、

事業主は８．９％（４６名）であり、産業看護職と産業医はそれぞれ３．１％（１６名）、０．８％（４

名）であった（表２－１－２）。

� 業種については半数以上が製造業（５１．４％）であり、サービス・販売業が２３．８％、その他

が１５．３％となっている（表２－１－３）。

	 従業員数については、１００～２９９人が３８．０％、５０～９９人が２８．３％、５０人未満が１５．９％となっ

ており、多くが３００人未満の事業場である（表２－１－４）。

� 結果

１ 心の健康づくりの計画について

� 作成しているという回答が８０．４％であり、多くの事業所で計画がされている（表２－２－１）。

� メンタルヘルスケアについて

年間計画に盛り込まれているという回答は、２６．４％であり、健康づくり計画の中長期

的活動として扱われているという回答が２３．８％であった（表２－２－２、２－２－３）。

� メンタルヘルスケアの実施に必要な組織づくりについて

組織づくりがなされていないと回答したのが３８０事業所（７３．６％）であり、多くの事

業所では組織づくりがなされていないという結果がみられる（表２－２－４）。

	 「従業員の健康に関する実態の把握と労使協議の場でメンタルヘルスに関する事項が議

論されているか」の回答について

二つの事柄の質問についての回答であり、それぞれの詳細は不明であるが、労使協議

の場でメンタルヘルスケアについて議論されていると回答されたものが４１．７％、２１５事

業所では労使間の共通の話題として取り上げられている（表２－２－５）。


 事業場のメンタルヘルスケアに関する考え方、活動概要が従業員に周知されているかに

ついて

「いいえ」と回答したものが７４．０％ある。従業員への情報提供としてはまだそれほど

実施されていない（表２－２－６）。

� 健康づくり計画の実施状況が、確認・評価され、それに応じた計画見直しの仕組みがで

きているかについて、事業所（８２．６％）が「いいえ」と回答している（表２－２－７）。

２ セルフケアについて

� 教育、広報が行われていると回答したのは２７．９％であり、その内容が従業員に周知され

ていることを確認していると回答したのは１５．９％であった（表２－３－１、２－３－２）。

� セルフケアに関する相談について

セルフケアに関する相談ができるようになっていると回答したものは４０．３％であった。

また、必要に応じて人事担当などと連携するシステムが整っていると回答したのは

４９．０％であった。

－１１－



セルフケアに対する支援活動は効果があがっているかという質問に対して７３．４％が「い

いえ」と回答しており、十分であると認識されていないと考えられる（表２－３－３、２－３－

４、２－３－５）。

３ ラインによるケアに関する質問について

� 管理監督者教育が行われていないと回答したものが６４．７％ある（表２－４－１）。

� 職場環境等の評価の計画的実施について、実施されていないと回答されたものが６１．０％

であった（表２－４－２）。

� 管理監督者からの積極的な相談活動について、行われていないと回答されたものが

６９．０％であった（表２－４－３）。また、管理監督者からの相談窓口の整備についても、「さ

れていない」が６３．７％であった（表２－４－４）。

	 必要に応じて人事担当者などと連携するシステムについては、整っていると回答したも

のが５６．０％である。また、必要に応じて適切な業務上の措置がされるシステムがあると

した回答は４７．９％である（表２－４－５、２－４－６）。


 プライバシーの配慮について、十分なされていると回答したものは７４．０％であった（表２

－４－７）。

４ 事業場内産業保健スタッフによるケアについて

� メンタルヘルス対策は、法定の衛生管理体制の下で展開されていると回答したものが

３９．３％、「いない」が５５．８％で若干上回っている（表２－５－１）。

� 心の健康づくり専門スタッフを確保していると回答したのは２０．３％であった。また、専

門スタッフの役割分担が明確になっていると回答したものはそのうち２１．３％である（表２

－５－２、２－５－３）。

� 産業保健スタッフや心の健康づくり専門スタッフが、職場環境等の評価にかかわってい

るのは２０．６％であり、改善にかかわっていると答えたのは２６．４％であった（表２－５－４、２

－５－５）。

	 セルフケア、ラインによるケアに関わる相談対応を行っていると回答したのは２６．７％で

ある。また、相談窓口が、実際よく機能していると答えたものは１７．６％である（表２－５－

６、２－５－７）。


 産業保健スタッフ及び心の健康づくり専門スタッフ間の意見統一や情報の共有について

は２３．２％がされていると回答しており、必要に応じて関係者と連携をとるシステムが整

っていると回答したものが３０．４％となっている（表２－５－８、２－５－９）。

� また、それらスタッフが自らの役割を果たすための知識、技術を身につける機会を与え

られていると回答したのは２９．８％であり、事業場外の機関との連絡調整に関与している

ものは２７．１％である。事業場外の資源に関する情報があると回答しているものは３２．４％

である（表２－５－１０、２－５－１１、２－６－１）。

５ 事業場外資源について

� 外部資源と契約を結んでいると回答したのは１５．３％である（表２－６－２）。

� 事業場外資源に関する情報を従業員に周知しているのは１９．０％である（表２－６－３）。

－１２－



「ネットワークづくりのニーズ�」に関する回答

〔回答者の属性〕

〈表２－１－１〉（調査票�問１）性別

〈表２－１－２〉（調査票�問１）担当部署別

〈表２－１－３〉（調査票�問１）業種別

〈表２－１－４〉（調査票�問１）規模別

性 別 回答数（％）
� 男 ４０８（７９．１）
� 女 ９４（１８．２）
無回答 １４（２．７）
計 ５１６

担 当 部 署 回答数（％）
� 人事・労務担当 ３２０（６２．０）
� 安全・衛生管理者 １１９（２３．１）
� 産業医 ４（０．８）
� 産業看護職（保健師、看護師） １６（３．１）
� 事業主（工場長、支店長） ４６（８．９）
無回答 １１（２．１）
計 ５１６

業 種 回答数（％）
� 製造業 ２６５（５１．４）
� 建設業 ２４（４．７）
� サービス・販売 １２３（２３．８）
� 情報通信 ４（０．８）
� 金融・保険業 １１（２．１）
� 農林水産 １（０．２）
� 鉱業 １（０．２）
� その他 ７９（１５．３）
無回答 ８（１．５）
計 ５１６

規 模 別 回答数（％）
� ５０人未満 ８２（１５．９）
� ５０～９９人 １４６（２８．３）
� １００～２９９人 １９６（３８．０）
� ３００～９９９人 ６２（１２．０）
� １０００人以上 １７（３．３）
無回答 １３（２．５）
計 ５１６

－１３－



はい 
80.4%

いいえ 
17.8%

無回答 
1.8%

はい 
26.4%

いいえ 
72.1%

無回答 
1.5%

はい 
23.8%

いいえ 
75.0%

無回答 
1.2%

はい 
24.8%

いいえ 
73.6%

無回答 
1.6%

〔心の健康づくり計画の作成状況〕

〈表２－２－１〉従業員の健康に関する実態が把握されていますか

〈表２－２－２〉メンタルヘルスケアに関する事項が年間計画に盛り込まれていますか

〈表２－２－３〉メンタルヘルスケアに関する取り組みが事業所の活動方針に盛り込まれ、中長期的な

活動として扱われていますか

〈表２－２－４〉メンタルヘルスケアの実施に必要な組織づくりがなされていますか

回答数（％）
はい ４１５（８０．４）
いいえ ９２（１７．８）
無回答 ９（１．８）
計 ５１６

回答数（％）
はい １３６（２６．４）
いいえ ３７２（７２．１）
無回答 ８（１．５）
計 ５１６

回答数（％）
はい １２３（２３．８）
いいえ ３８７（７５．０）
無回答 ６（１．２）
計 ５１６

回答数（％）
はい １２８（２４．８）
いいえ ３８０（７３．６）
無回答 ８（１．６）
計 ５１６

－１４－



はい 
41.7%

いいえ 
57.0%

無回答 
1.3%

はい 
24.2%

いいえ 
74.0%

無回答 
1.8%

はい 
15.9%

いいえ 
82.6%

無回答 
1.5%

はい 
27.9%

いいえ 
70.3%

無回答 
1.8%

〈表２－２－５〉衛生委員会など、労使協議の場で、メンタルヘルスケアに関する事項が議論されてい

ますか

〈表２－２－６〉事業場（事業者）のメンタルヘルスケアに関する考え方、活動の概要が従業員に周知

されていますか

〈表２－２－７〉計画の実施状況が確認・評価され、それに応じた計画見直しの仕組みができていますか

〔セルフケアの状況〕

〈表２－３－１〉セルフケアに関する教育、広報が行われていますか

回答数（％）
はい ２１５（４１．７）
いいえ ２９４（５７．０）
無回答 ７（１．３）
計 ５１６

回答数（％）
はい １２５（２４．２）
いいえ ３８２（７４．０）
無回答 ９（１．８）
計 ５１６

回答数（％）
はい ８２（１５．９）
いいえ ４２６（８２．６）
無回答 ８（１．５）
計 ５１６

回答数（％）
はい １４４（２７．９）
いいえ ３６３（７０．３）
無回答 ９（１．８）
計 ５１６

－１５－



はい 
15.9%

いいえ 
81.4%

無回答 
2.7%

はい 
40.3%

いいえ 
57.2%

無回答 
2.5%

はい 
49.0%いいえ 

48.5%

無回答 
2.5%

はい 
19.2%

いいえ 
73.4%

無回答 
7.4%

〈表２－３－２〉セルフケアの内容が、従業員に周知されていることを確認していますか

〈表２－３－３〉セルフケアに関する相談ができるようになっていますか

〈表２－３－４〉必要に応じて関係者（人事担当など）と連携するシステムが整っていますか

〈表２－３－５〉セルフケアに対する支援活動は、効果があがっていますか

回答数（％）
はい ８２（１５．９）
いいえ ４２０（８１．４）
無回答 １４（２．７）
計 ５１６

回答数（％）
はい ２０８（４０．３）
いいえ ２９５（５７．２）
無回答 １３（２．５）
計 ５１６

回答数（％）
はい ２５３（４９．０）
いいえ ２５０（４８．５）
無回答 １３（２．５）
計 ５１６

回答数（％）
はい ９９（１９．２）
いいえ ３７９（７３．４）
無回答 ３８（７．４）
計 ５１６

－１６－



はい 
32.0%

いいえ 
64.7%

無回答 
3.3%

はい 
35.3%

いいえ 
61.0%

無回答 
3.7%

はい 
27.1%

いいえ 
69.0%

無回答 
3.9%

はい 
32.8%

いいえ 
63.7%

無回答 
3.5%

〔ラインによるケアの状況〕

〈表２－４－１〉ラインによるケアに関する管理監督者教育が行われていますか

〈表２－４－２〉職場環境等の評価が（計画的に）実施されていますか

〈表２－４－３〉管理監督者のほうから積極的な相談活動が行われていますか

〈表２－４－４〉ラインによるケアに関する管理監督者からの相談窓口が整備されていますか

回答数（％）
はい １６５（３２．０）
いいえ ３３４（６４．７）
無回答 １７（３．３）
計 ５１６

回答数（％）
はい １８２（３５．３）
いいえ ３１５（６１．０）
無回答 １９（３．７）
計 ５１６

回答数（％）
はい １４０（２７．１）
いいえ ３５６（６９．０）
無回答 ２０（３．９）
計 ５１６

回答数（％）
はい １６９（３２．８）
いいえ ３２９（６３．７）
無回答 １８（３．５）
計 ５１６

－１７－



はい 
56.0%

いいえ 
41.1%

無回答 
2.9%

はい 
47.9%

いいえ 
48.6%

無回答 
3.5%

はい 
74.0%

いいえ 
20.7%

無回答 
5.3%

〈表２－４－５〉必要に応じて関係者（人事担当など）と連携するシステムが整っていますか

〈表２－４－６〉必要に応じて適切な業務上の措置がなされるようなシステムがありますか

〈表２－４－７〉プライバシーの配慮が十分になされていますか

回答数（％）
はい ２８９（５６．０）
いいえ ２１２（４１．１）
無回答 １５（２．９）
計 ５１６

回答数（％）
はい ２４７（４７．９）
いいえ ２５１（４８．６）
無回答 １８（３．５）
計 ５１６

回答数（％）
はい ３８２（７４．０）
いいえ １０７（２０．７）
無回答 ２７（５．３）
計 ５１６

－１８－



はい 
20.3%

いいえ 
75.8%

無回答 
3.9%

はい 
21.3%

いいえ 
73.8%

無回答 
4.9%

はい 
20.6%

いいえ 
74.4%

無回答 
5.0%

はい 
39.3%

いいえ 
55.8%

無回答 
4.9%

〔事業場内産業保健スタッフ等によるケアの状況〕

〈表２－５－１〉メンタルヘルス対策は、法定の衛生管理体制の下で展開されていますか

〈表２－５－２〉心の健康づくり専門スタッフを確保していますか

〈表２－５－３〉産業保健スタッフ及び心の健康づくり専門スタッフは、各々の役割分担が明確になっ

ていますか

〈表２－５－４〉産業保健スタッフ及び心の健康づくり専門スタッフは、職場環境等（ストレス）の評

価にかかわっていますか

回答数（％）
はい １０５（２０．３）
いいえ ３９１（７５．８）
無回答 ２０（３．９）
計 ５１６

回答数（％）
はい １１０（２１．３）
いいえ ３８１（７３．８）
無回答 ２５（４．９）
計 ５１６

回答数（％）
はい １０６（２０．６）
いいえ ３８４（７４．４）
無回答 ２６（５．０）
計 ５１６

回答数（％）
はい ２０３（３９．３）
いいえ ２８８（５５．８）
無回答 ２５（４．９）
計 ５１６

－１９－



はい 
26.4%

いいえ 
67.2%

無回答 
6.4%

はい 
26.7%

いいえ 
66.9%

無回答 
6.4%

はい 
17.6%

いいえ 
75.2%

無回答 
7.2%

はい 
23.2%

いいえ 
69.4%

無回答 
7.4%

〈表２－５－５〉産業保健スタッフ及び心の健康づくり専門スタッフは、その改善に関わっていますか

〈表２－５－６〉産業保健スタッフ及び心の健康づくり専門スタッフは、セルフケア、ラインによるケ

アに関わる相談対応を行っていますか

〈表２－５－７〉相談窓口は、実際によく機能していますか

〈表２－５－８〉産業保健スタッフ及び心の健康づくり専門スタッフ間の意見統一、情報の共有がなさ

れていますか

回答数（％）
はい １３６（２６．４）
いいえ ３４７（６７．２）
無回答 ３３（６．４）
計 ５１６

回答数（％）
はい １３８（２６．７）
いいえ ３４５（６６．９）
無回答 ３３（６．４）
計 ５１６

回答数（％）
はい ９１（１７．６）
いいえ ３８８（７５．２）
無回答 ３７（７．２）
計 ５１６

回答数（％）
はい １２０（２３．２）
いいえ ３５８（６９．４）
無回答 ３８（７．４）
計 ５１６

－２０－



はい 
29.8%

いいえ 
62.8%

無回答 
7.4%

はい 
27.1%

いいえ 
64.9%

無回答 
8.0%

はい 
30.4%

いいえ 
62.8%

無回答 
6.8%

〈表２－５－９〉産業保健スタッフ及び心の健康づくり専門スタッフが、必要に応じて関係者と連携を

するシステムが整っていますか

〈表２－５－１０〉産業保健スタッフ及び心の健康づくり専門スタッフは、自らの役割を果たすための知

識、技術を身につける機会を与えられていますか

〈表２－５－１１〉産業保健スタッフ及び心の健康づくり専門スタッフは、事業場外機関との連絡調整に

関与していますか

回答数（％）
はい １５４（２９．８）
いいえ ３２４（６２．８）
無回答 ３８（７．４）
計 ５１６

回答数（％）
はい １４０（２７．１）
いいえ ３３５（６４．９）
無回答 ４１（８．０）
計 ５１６

回答数（％）
はい １５７（３０．４）
いいえ ３２４（６２．８）
無回答 ３５（６．８）
計 ５１６

－２１－



はい 
32.4%

いいえ 
61.2%

無回答 
6.4%

はい 
15.3%

いいえ 
78.3%

無回答 
6.4%

はい 
19.0%

いいえ 
74.4%

無回答 
6.6%

〔事業場外資源によるケアの状況〕

〈表２－６－１〉事業場外資源に関する情報が有りますか

〈表２－６－２〉外部資源と契約を結んでいますか

〈表２－６－３〉事業場外資源に関する情報を従業員に周知していますか

回答数（％）
はい １６７（３２．４）
いいえ ３１６（６１．２）
無回答 ３３（６．４）
計 ５１６

回答数（％）
はい ７９（１５．３）
いいえ ４０４（７８．３）
無回答 ３３（６．４）
計 ５１６

回答数（％）
はい ９８（１９．０）
いいえ ３８４（７４．４）
無回答 ３４（６．６）
計 ５１６

－２２－



３．職場におけるメンタルヘルス対策支援のためのアンケート（医師）

� 回答者の内訳

� 回答者の年齢は５０代が１５人（４５．５％）、４０代が１３人（３９．４％）を占めている。また、男女

比では２９名（８７．９％）が男性、女性は３名（９．１％）であった（表３－１）。

� 回答者の臨床の場については、３２名（６８．１％）が医療、事業場、地域がそれぞれ５名

（１０．６％）、教育が４名（８．５％）、その他１名（２．２％）となっているが、複数回答である

ことから臨床の場は２ヵ所以上の人もいる（表３－２）。

� 精神科・心療内科等に係る臨床経験年数については、１５年以上２０年未満が１０名（３０．３％）、

２０年以上２５年未満が７名（２１．２％）、５年未満が７名（２１．２％）となっている（表３－３）。

� 結果

� 産業保健領域、相談業務の経験の有無については、あると答えた人が１８名（５４．５％）、な

いと答えた人が１５名（４５．５％）である（表３－４）。

� 産業保健領域の相談業務への関心、関与についても、あると答えた人は２２名（６６．７％）、

ないと答えた人は１１名（３３．３％）であり、�の経験の有無との関連性については明確で

はないものの、今後、理由や背景を含めて検討していく必要があると考えられる（表３－５）。

� 事業場における労働者の心の健康づくりのための指針の理解度について、「よく理解し

ている」「大体理解している」を合せると１４人（４２．４％）であり、「あまり理解していな

い」「知らない」を合せると１９名（５７．６％）となる（表３－６）。

	 調査報告書への名簿掲載について、記入があったのは１５名（４５．５％）、記入がなかったの

が１８名（５４．５％）となっている（表３－７）。

謝辞：本報告書末尾に掲載しました精神科・心療内科関係病院及び精神科診療所名簿は、滋

賀県立精神保健総合センターが編集発行している「滋賀県めんたるヘルスガイドブック」よ

り引用させて頂きました。本来、今回の調査で精神科医師にお願いしたアンケートから支援

機関名簿を作成する予定でしたが、回答医師が少なく、不可能になったため、滋賀県立精神

保健総合センターにご協力をお願いした次第です。本調査へのご協力とともに、資料の提供

をご許可頂きましたことに心より感謝申し上げます。

－２３－



３０代（３０－３９） 
6.1%

４０代 
（４０－４９） 

39.4%

５０代 
（５０－５９） 

45.5% 

６０代（６０－６９） 
6.0%

無回答 
3.0% 

無回答 3.0%

女 
9.1%

男 
87.9%

医療 
68.1% 

教育 
8.5% 

事業場 
10.6% 

地域 
10.6% 

その他 
2.2% 

５年以上 
１０年未満 
3.0%

１０年以上 
１５年未満 
6.1%

２５年以上 
３０年未満 

6.1%

３０年以上 
３５年未満 
0%

３５年以上 
４０年未満 

6.1%
無回答 
6.0%

２０年以上 
２５年未満 
21.2%

５年未満 
21.2%

１５年以上２０年未満 
30.3%

職場におけるメンタルヘルス対策支援のためのアンケート（医師）

〔回答者の属性〕

〈表３－１〉年齢、性別

〈表３－２〉主な臨床の場（複数回答）

〈表３－３〉精神科・心療内科等に係る臨床経験年数

回答数（％）

年

齢

３０代（３０－３９） ２ （６．１）
４０代（４０－４９） １３（３９．４）
５０代（５０－５９） １５（４５．５）
６０代（６０－６９） ２ （６．９）
無回答 １ （３．０）
計 ３３

性

別

男 ２９（８７．９）
女 ３ （９．１）
無回答 １ （３．０）
計 ３３

回答数（％）
� 医療 ３２（６８．１）
� 教育 ４（８．５）
� 事業場 ５（１０．６）
� 地域 ５（１０．６）
その他 １（２．２）
計 ４７

回答数（％）
５年未満 ７（２１．２）
５年以上１０年未満 １（３．０）
１０年以上１５年未満 ２（６．１）
１５年以上２０年未満 １０（３０．３）
２０年以上２５年未満 ７（２１．２）
２５年以上３０年未満 ２（６．１）
３０年以上３５年未満 ０ （０）
３５年以上４０年未満 ２（６．１）
無回答 ２（６．０）
計 ３３

－２４－



関心がある 
67.7%

関心がない 
33.3%

無回答 
0%

大体理解している 
30.3%

知らない 
24.3%

無回答 
0%

あまり理解 

していない 

33.3%

よく理解している 
12.1%

記入なし 

54.5%

記入あり 

45.5%

無回答 
0%

ない 
45.5% ある 

54.5%

〈表３－４〉産業保健領域、相談業務の経験の有無

〈表３－５〉産業保健領域の相談業務への関心、関与

〈表３－６〉「事業場における労働者の心の健康づくりのための指針」の理解度

〈表３－７〉調査報告書への名簿掲載を承諾の有無

回答数（％）
� ある １８（５４．５）
� ない １５（４５．５）
無回答 ０ （０）
計 ３３

回答数（％）
� ある ２２（６７．７）
� ない １１（３３．３）
無回答 ０ （０）
計 ３３

回答数（％）
� よく理解している ４（１２．１）
� 大体理解している １０（３０．３）
� あまり理解していない １１（３３．３）
� 知らない ８（２４．３）
無回答 ０ （０）
計 ３３

回答数（％）
記入あり １５（４５．５）
記入なし １８（５４．５）
計 ３３
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考 察

１ 滋賀県の自殺率は、２０００年以降の資料で見ると全国で低い方である。自殺の背景に経済の悪

化、リストラの推進、世代間の格差など、単に個人の事情に還元できないさまざまな要素を含

むだけに、メンタルヘルスの指標のひとつとして意味を持つと考えられる。県別で比較した際

の滋賀県の状況は、深刻と考える必要は無いのかもしれない。一方、９８年以降の自殺は戦後第

３のピークといわれるように急激に増加しており、滋賀県もそのような大きなうねりと同じ動

きをしていることから、メンタルヘルスはますます重要となって来ることになる。

２ 今回のアンケートの回収率は、特段の誘導の無い場合の標準的な水準であると言うことがで

き、一般的傾向として担当者が熱心に取り組んでいるところほど回答する可能性が高いと考え

られることから、実際の状況はもっと無関心か関心があっても組識的活動としては取り上げら

れていない状況にあると推測され、より積極的な支援が求められる。

ネットワークづくりのニーズ１に関して

３ 回答者の属性では男性が８割であり、またメンタルヘルスの担当者の７割が人事・労務管理

や事業所長といった従業員の業務評価や人事権を有すると思われる方々である。

４ Ｑ４の経験した心の健康に関する問題としての「人間関係」「適性」「意欲」「休業」「欠勤」

なども、従業員の健康という視点以前に、事業場の業績にリンクした労務管理や人事考課の課

題と捉えられる可能性がある。仮に担当者がそうでないとしても従業員の側にそのような印象

があるとメンタルヘルスの推進に障害を生じることになるので十分な配慮が必要である。

５ また、そのような問題に対しても、「人事労務担当が対応した」が最大で「病院での治療を

すすめた」が四分の一であるが、このことを人事担当者から勧められることはメンタルヘルス

上では逆効果となることも考えられる。６割がこのような対応である一方で、メンタルヘルス

に関する活動が半分を下回っており、その内容も「懇親会」「レクリエーション」「担当者の研

修会」などがほとんどで、実質的にメンタルヘルスを担当している中心的人物についても８割

が空欄という段階であり、まず職場全体でのメンタルヘルス支援体制の確立が急務であると考

えられる。

６ 一方で、自殺による死亡率に男女で大きな開きがあり、近年その格差が拡大しているという

点では、男女共同参画社会の中でメンタルヘルス対応に男女差があるのではないかとの指摘も

ある。特に男性は困難な状況に対して相談をすることを避ける傾向が指摘されており、このこ

とは相談を受ける担当者が男性である場合には、よほど自覚的でなければ、相談をネガティブ

なものと見なすメッセージを発信することにつながりかねない。

７ その点から、外部のシステムや、厚労省の指針などを研修することを通じて、まず事業所内

部の体制づくりと、そのことが従業員個々人に浸透するようなシステムを検討することが必要

であると思われる。
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ネットワークづくりのニーズ�に関して

８ 全体として、四分の一の事業所が何らかの取り組みをしているが、その他はほとんど体制整

備がなされていないという傾向であるが、その取り組みの評価システムまで含めると、そのま

た半分の１割程度しか体制整備がなされていないということになる。

一方で、プライバシーへの配慮だけが、逆の四分の三という高率であるが、一般にはプライ

バシーの配慮は私的なことまで踏みこまない、あるいは「自己責任」としてのメンタルヘルス

を進める方向で考えられやすく、本来のプライバシーが守られるから安心して相談しなさいで

はなく、プライバシーのことがあるのでラインスタッフも関われない、関わらないということ

になっている可能性もある。

９ メンタルヘルスに関しては、体制の整備が叫ばれる一方で、実際の職場や社会状況は危機的

に進行しており、安心して早期の不調を相談できるように事業場にとどまらない総合的な対応

が求められ、その意味での外部のセンター、診療所、相談機関などの充実と事業所の理解が求

められる。

医師へのアンケートに関して

１０ 精神科、心療内科など１０２人に調査協力を依頼したが、残念ながら３３人から回答を得られた

のみであった。職場のメンタルヘルスに関する対応の経験や相談業務の体制整備も少なく、さ

らに全体的にはメンタルヘルス対策への関心も低いと言わざるを得ない。これらの問題は今後

の大きな課題である。

お わ り に

この度、「滋賀県内のメンタルヘルス需要と社会資源に関する調査研究」を事業場、関係機関

の関係者のご理解とご協力をいただき無事に終えることができた。企画申請の段階からアンケー

ト実施、集計に至る時間は、比較的短時間での作業であった。このほんの僅かな間においても、

わが国の経済の動向はめまぐるしく変化しており、市場の国際化、産業構造の改革と多様化の様

相が加速度を増して変化しているといって過言ではない。このことが直接、間接に事業場とそこ

に働く労働者に影響していると言えよう。すなわち、労働者のメンタルヘルスはまさに目前の課

題として考えざるを得ない。この様な状況は、この種の調査研究の必要性と今後のネットワーク

づくりへの期待を重く感じさせる。

この度の調査で得られたデータが関係各方面の今後の研究の礎となれば幸甚である。

なお、調査研究の推進にあたって、関係各位のご理解とご協力をいただいたことに深甚の感謝

をいたします。
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平成１５年１１月

事業主の皆様へ

滋賀産業保健推進センター所長

「職場におけるメンタルヘルス対策の実情と支援のためのネットワークづくりのニーズに

関する調査�，�」アンケート調査への協力について

時下、ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。

さて、進展する技術革新、労働力人口の高齢化等を背景に、メンタルヘルスはますます

重要なものとなってきております。

近年、滋賀県内の各事業所さんにおかれましてもメンタルヘルスへの関心が高くなって

きております。それにともないまして、メンタルヘルス関連のセミナーが開催され、活況

を呈しております。当センターにおきましても、メンタルヘルス向上へのサービスを図り

たいと考えております。

標記のアンケートを県内の事業所さんと事業場外資源やそれにかかわる方々へアンケー

ト調査を実施し、メンタルヘルス需要とそれにともなう対応についての総合的な調査研究

を行うことに致しました。

つきましては、本調査の趣旨をご理解いただき、調査にご協力いただきますようお願い

申し上げます。

なお、ご回答は「アンケート用紙」にご記入のうえ『平成１５年１１月２８日�』迄に同封の
返信用封筒にて返送頂きますようお願い申し上げます。
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職場におけるメンタルヘルス対策の実情と
支援のためのネットワークづくりのニーズに関する調査 �

１．ご回答いただく方についてお教え下さい。年齢以外については、最も適当な選択肢を
����
一つだ

��
け選び、その数字を○で囲んでください。

・年齢 〔 歳〕 ・性別 〔 � 男 � 女 〕

・担当部署 � 人事・労務担当 � 安全・衛生管理者 � 産業医

� 産業看護職（保健師、看護師） � 事業主（工場長、支店長）

・業種 � 製造業 � 建設業 � サービス・販売 � 情報通信

� 金融・保険業 	 農林水産 
 鉱業 � その他

・従業員数 〔�５０人未満 �５０～９９人 �１００～２９９人 �３００～９９９人 �１，０００人以上〕

２．「メンタルヘルス」という言葉について、どのようなイメージを持っておられますか。

最も近い選択肢を
�����
一つだけ選び、その数字を○で囲んでください。

� 心の不健康、または、精神面の不調や病気

� 心の健康作り、または、精神面の健康管理

� 仕事への意欲が低下した従業員への支援

� よく分からない

� その他（ ）

３．あなたの事業場で従業員の心の健康に関連した問題を経験されたことがありますか。

� はい � いいえ � よくわからない

質問３で「いいえ」と回答された方は質問６へお進み下さい。

「はい」と回答された方は、引き続き、以下の質問にお答え下さい。

４．あなたの事業場で経験された心の健康に関連した問題について、その内容をお教え下さい。

以下の選択肢のうち、当てはまるもの全てについて、その数字を○で囲んで下さい。

� 職場の人間関係の問題 � 仕事への意欲の低下 � 過労による体調不良

� 仕事の適性に関する問題 � 無断欠勤、遅刻、早退 	 長期休業


 入・退院の繰り返し � 昇進・昇給の問題 � 大事故・大災害後のストレス（ＰＴＳＤ）

 その他（ ）

５．あなたの事業場で問題が発生したとき、どのような対応をされましたか。以下の選択肢のう

ち、当てはまるもの全てについて、その数字を○で囲んで下さい。

� 人事・労務担当者が対応 � 嘱託産業医が対応 � 保健師・看護師が対応

� 病院での治療を勧めた � 病院以外の外部機関（健診機関等）に相談

	 本人と家族にまかせた 
 その他（ ）
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質問３で「はい」以外を選ばれた方も含めて、次の質問には全ての方がご回答下さい。

６．あなたの事業場では、メンタルヘルス対策や心の健康作りに関して、何らかの活動を行って

おられますか。

� はい � いいえ

質問６で「いいえ」と回答された方は質問９へお進み下さい。

「はい」と回答された方は、引き続き、以下の質問にお答え下さい。

７．あなたの事業場で実施されているメンタルヘルス対策や心の健康作りについてお教え下さい。

以下の選択肢のうち、行われているものは全て、その数字を○で囲んで下さい。

� 職場内の懇親会 � スポーツなどのレクリエーション

� メンタルヘルスに関する講習会の開催 � 管理職へのメンタルヘルス研修

� 担当者（人事や安全・衛生管理者）にメンタルヘルスの講習会に参加させている

	 健康診断にメンタルヘルスの質問項目を含めている


 その他（ ）

８．あなたの事業場でメンタルヘルス対策を担当されているのはどなたですか。最も中心的な役

割を果たされている方（１人だけ）には◎を、対策に関係されている方（複数可）には○をつ

けて下さい。

� 人事・労務担当者 � 自社の嘱託産業医 � 自社の保健師・看護師

� 安全・衛生管理者 � 健診機関の産業医または保健師

	 その他（ ）

質問６で「いいえ」と回答された方は次の質問にお答え下さい。

質問６で「はい」と回答された方は、質問１０にお進み下さい。

９．あなたの事業場でメンタルヘルス対策を実施されていない理由をお教え下さい。以下の選択

肢のうち、当てはまるもの全てについて、その数字を○で囲んで下さい。

� これまでは必要性を感じなかった � 人手が足りない

� 時間的余裕がない � 経済的余裕がない

� 具体的に何をすればよいかが分からない

	 適当な相談者やカウンセラーがいない 
 プライバシーの問題がからむから

� 会社のイメージが悪くなるから

� その他（ ）

これ以降は、全ての回答者が、質問文の指示にしたがってお答え下さい。

１０．これまでに、地域産業保健センターや産業保健推進センターといった、産業保健支援のため

のセンターを利用（相談、依頼などを含む）されたことがありますか。

� はい � いいえ
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１１．質問１０で「いいえ」と答えられた方に、その理由をお尋ねします。以下の選択肢のうち、当

てはまる理由の全てについて、その番号を○で囲んで下さい。

� これまでにその必要が生じなかった � センターが行っている支援の内容を知らない

� センターへの連絡方法がわからない � センターの存在を知らなかった

� その他（ ）

１２．平成１２年８月に労働省（現厚生労働省）から「事業場における労働者の心の健康づくりのた

めの指針」が公表されましたが、その内容についてどのくらいご存じですか。

１３．「事業場における労働者の心の健康づくりのための指針」には管理監督者、人事労務担当者

や産業医を含めた産業保健スタッフの役割と責任についても記載されています。講習会などが

ありましたら参加を希望されますか。

� 希望する � 希望しない � どちらとも言えない � 既に参加した

１４．メンタルヘルス対策（教育啓発や事例が生じた場合の相談等）に関して、地域産業保健セン

ター、滋賀産業保健推進センター、各事業場あるいは労働基準協会との間に、電話・ＦＡＸイ

ンターネット等によるネットワーク（担当窓口）があれば、あなたは利用したいと思われます

か。

� 利用したい � 利用しない � どちらとも言えない

� その他（ ）

１５．質問１４で「利用したい」と回答された方に質問します。次の項目のうち、利用したいと思わ

れるものは全て、その番号を○で囲んで下さい。

� メンタルヘルス対策の進め方全般に関する相談 � 具体的な事例の相談

� 講習会・研修会の講師派遣 � メンタルヘルス関連の医療機関の紹介

� 健診時等におけるメンタルヘルスに関する質問紙による調査

	 その他（ ）

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

何かご意見がございましたら、ご自由にお書きください。

もう一度ご記入もれがないか、ご確認ください。ご協力いただき、大変有り難うございました。

� よく理解

している

� 大体理解

している

� あまり理解

していない

� 全く知らない
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職場におけるメンタルヘルス対策の実情と
支援のためのネットワークづくりのニーズに関する調査 �

１．ご回答いただく方についてお教え下さい。年齢以外については、最も適当な選択肢を一つだけ選び、

その数字を○で囲んでください。

・年齢 〔 歳〕 ・性別 〔 � 男 � 女 〕

・担当部署��
�
�

�
�
�
�

� 人事・労務担当 � 安全・衛生管理者 � 産業医

� 産業看護職（保健師、看護師） � 事業主（工場長、支店長）

・業種 �
�
�
�

�
�
�
�

� 製造業 � 建設業 � サービス・販売 � 情報通信

� 金融・保険業 	 農林水産 
 鉱業 � その他

・従業員数 〔�５０人未満 �５０～９９人 �１００～２９９人 �３００～９９９人 �１，０００人以上〕

２．心の健康づくり計画を作成されていますか。

以下の質問にあてはまるものを○で囲んで下さい。

� 質 問 回 答

１ 従業員の健康に関する実態が把握されていますか。 はい いいえ

２
メンタルヘルスケアに関する事項が年間計画に盛り込まれていま
すか。

はい いいえ

３
メンタルヘルスケアに関する取り組みが事業所の活動方針に盛り
込まれ、中長期的な活動として扱われていますか。

はい いいえ

４
メンタルヘルスケアの実施に必要な組織づくりがなされています
か。

はい いいえ

５
衛生委員会など、労使協議の場で、メンタルヘルスケアに関する
事項が議論されていますか。

はい いいえ

６
事業場（事業者）のメンタルヘルスケアに関する考え方、活動の
概要が従業員に周知されていますか。

はい いいえ

７
計画の実施状況が確認・評価され、それに応じた計画見直しの仕
組みができていますか。

はい いいえ
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３．セルフケア

４．ラインによるケア

５．事業場内産業保健スタッフ等によるケア

� 質 問 回 答

１ セルフケアに関する教育、広報が行われていますか。 はい いいえ

２
セルフケアの内容が、従業員に周知されていることを確認してい
ますか。

はい いいえ

３ セルフケアに関する相談ができるようになっていますか。 はい いいえ

４
必要に応じて関係者（人事担当など）と連携するシステムが整っ
ていますか。

はい いいえ

５ セルフケアに対する支援活動は、効果があがっていますか。 はい いいえ

� 質 問 回 答

１ ラインによるケアに関する管理監督者教育が行われていますか。 はい いいえ

２ 職場環境等の評価が（計画的に）実施されていますか。 はい いいえ

３ 管理監督者の方から積極的な相談活動が行われていますか。 はい いいえ

４
ラインによるケアに関する管理監督者からの相談窓口が整備され
ていますか。

はい いいえ

５
必要に応じて関係者（人事担当など）と連携するシステムが整っ
ていますか。

はい いいえ

６
必要に応じて適切な業務上の措置がなされるようなシステムがあ
りますか。

はい いいえ

７ プライバシーの配慮が十分になされていますか。 はい いいえ

� 質 問 回 答

１
メンタルヘルス対策は、法定の衛生管理体制の下で展開されてい
ますか。

はい いいえ

２ 心の健康づくり専門スタッフを確保していますか。 はい いいえ

３
産業保健スタッフ及び心の健康づくり専門スタッフは、各々の役
割分担が明確になっていますか。

はい いいえ

４
産業保健スタッフ及び心の健康づくり専門スタッフは、職場環境
等（ストレス）の評価にかかわっていますか。

はい いいえ
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６．事業場外資源によるケア

� 質 問 回 答

５
産業保健スタッフ及び心の健康づくり専門スタッフは、その改善
に関わっていますか。

はい いいえ

６
産業保健スタッフ及び心の健康づくり専門スタッフは、セルフケ
ア、ラインによるケアに関わる相談対応を行っていますか。

はい いいえ

７ 相談窓口は、実際によく機能していますか。 はい いいえ

８
産業保健スタッフ及び心の健康づくり専門スタッフ間の意思統一、
情報の共有がなされていますか。

はい いいえ

９
産業保健スタッフ及び心の健康づくり専門スタッフが、必要に応
じて関係者と連携をするシステムが整っていますか。

はい いいえ

１０
産業保健スタッフ及び心の健康づくり専門スタッフは、自らの役
割を果たすための知識、技術を身につける機会を与えられていま
すか。

はい いいえ

１１
産業保健スタッフ及び心の健康づくり専門スタッフは、事業場外
機関との連絡調整に関与していますか。

はい いいえ

１２
人事労務管理スタッフの役割が、心の健康づくり活動の一部に位
置付けられていますか。

はい いいえ

１３
人事労務管理スタッフは、心の健康づくり活動に関して必要な知
識を持っていますか。

はい いいえ

１４
産業保健スタッフ等による活動が評価されるシステムがあります
か。

はい いいえ

� 質 問 回 答

１ 事業場外資源に関する情報が有りますか。 はい いいえ

２ 事業場外資源の活用方法について議論がなされていますか。 はい いいえ

３ 外部資源と契約を結んでいますか。 はい いいえ

４ 事業場外資源に関する情報を従業員に周知していますか。 はい いいえ

－３４－



平成１６年３月３日

精神・神経科医師 各位

労働福祉事業団

滋賀産業保健推進センター所長

「職場におけるメンタルヘルス対策支援のためのアンケート」

調査について（アンケート協力依頼）

時下、ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。

さて、進展する技術革新、労働力人口の高齢化及び雇用情勢の不安等を背景に、働く

方々のメンタルヘルスはますます重要なものになってきております。また、滋賀県内の事

業所においても近年メンタルヘルスへの関心がかなり高くなってきております。これらの

状況から県下においてメンタルヘルス関連セミナーが開催され、活況を呈しております。

当センターにおきましてもメンタルヘルス向上へのサービスの充実を図りたいと考えてお

ります。

この度、平成１５年度事業といたしまして、県内の事業所と事業場外資源（社外での相談

医療機関等）やそれにかかわる先生方へのアンケート調査を実施し、企業におけるメンタ

ルヘルス活動への対応について、総合的に調査研究を行うことといたしました。

つきましては、本調査の趣旨をご理解いただきますと共に、アンケートへのご協力をお

願い申し上げます。また、アンケートの最後にお尋ねしておりますが、調査研究報告書へ

の名簿の掲載様式につきましては、広島県の公表例を参考にさせて頂く予定です。

なお、ご多忙のところ誠に恐縮ではございますが、アンケートは別紙にご記入のうえ

『平成１６年３月１５日�』迄に同封の返信用封筒にて返送頂きますようお願い申し上げます。
今回送付させて頂きました県内の診療所は、県健康福祉部健康対策課のご協力でご提供頂

いた精神・神経科等のある診療所で通院医療費公費負担の担当医療機関名簿によるもので

ありますので、ご理解をお願い申し上げます。

追って、産業保健推進センターは、全国の各都道府県に一個所設置されており、業務内

容は別添のリーフレットのとおりでございます。

【本件に対する問合せ先】

労働福祉事業団 滋賀産業保健推進センター

電話 ０７７－５１０－０７７０ （担当 伊藤又は小村）
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平成１６年３月３日

病院長 各位

労働福祉事業団

滋賀産業保健推進センター所長

「職場におけるメンタルヘルス対策支援のためのアンケート」

調査について（アンケート協力依頼）

時下、ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。

さて、進展する技術革新、労働力人口の高齢化及び雇用情勢の不安等を背景に、働く方々の

メンタルヘルスはますます重要なものになってきております。また、滋賀県内の事業所におい

ても近年メンタルヘルスへの関心がかなり高くなってきております。これらの状況から県下に

おいてメンタルヘルス関連セミナーが開催され、活況を呈しております。当センターにおきま

してもメンタルヘルス向上へのサービスの充実を図りたいと考えております。

この度、平成１５年度事業といたしまして、県内の事業所と事業場外資源（社外での相談医療

機関等）やそれにかかわる先生方へのアンケート調査を実施し、企業におけるメンタルヘルス

活動への対応について、総合的に調査研究を行うことといたしました。

つきましては、本調査の趣旨をご理解いただきますと共に、アンケートへのご協力をお願い

申し上げます。アンケートは精神科・心療内科ご担当の代表者をご指名頂きご協力賜りますよ

うお願い申し上げます。また、アンケートの最後にお尋ねしておりますが、調査研究報告書へ

の名簿の掲載様式につきましては、広島県の公表例を参考にさせて頂く予定です。

なお、ご多忙のところ誠に恐縮ではございますが、アンケートは別紙にご記入のうえ『平成

１６年３月１５日�』迄に同封の返信用封筒にて返送頂きますようお願い申し上げます。今回送付
させて頂きました県内の病院は、県健康福祉部健康対策課のご協力でご提供頂いた精神・神経

科等のある病院で通院医療費公費負担の担当医療機関名簿によるものでありますので、ご理解

をお願い申し上げます。

追って、産業保健推進センターは、全国の各都道府県に一個所設置されており、業務内容は

別添のリーフレットのとおりでございます。

【本件に対する問合せ先】

労働福祉事業団 滋賀産業保健推進センター

電話 ０７７－５１０－０７７０ （担当 伊藤又は小村）
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職場におけるメンタルヘルス対策支援のためのアンケート（医師）

１．先生の年齢、性別をお教え下さい。

年齢〔 歳〕 性別〔 男・女 〕

２．先生の主な臨床の場をお教え下さい。以下の選択肢のうち、当てはまるもの全てについて、

その数字を○で囲んで下さい。

� 医療

� 教育

� 事業場

� 地域

その他（ ）

３．先生の精神科・心療内科等に係る臨床経験年数についてお尋ねします。

（ 年）

４．産業保健領域、相談業務の経験の有無についてお尋ねします。当てはまるものについて、そ

の数字を○で囲んで下さい。

� ある � ない

５．産業保健領域の相談業務への関心、関与について

� 関心がある � 関心がない

６．平成１２年に労働省から「事業場における労働者の心の健康づくりのための指針」が公表され

ましたが、その内容についてご存知でしょうか。以下の選択肢のうち、当てはまる数字を○で

囲んで下さい。

� よく理解している � 大体理解している � あまり理解していない � 知らない

７．近年、他府県同様に滋賀県下においても「職場における心の健康づくり」に関心が高まって

います。事業場、従業員の方々へカウンセラーとして連携し、協力していただける先生（医療

機関）で、調査報告書への名簿記載を承諾していただける先生（医療機関）は、外来クリニッ

クの場合、施設名・院長名・連絡先を、一般病院の場合、施設名・連絡先をそれぞれご記入下

さい。

【施設名】

【院長名】

【連絡先】

ご協力いただき、誠にありがとうございました。
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精神科・心療内科関係病院一覧表

（平成１５年９月現在）

病 院 名 所 在 地

連 絡 先
精
神
科

心
療
内
科

神
経
内
科
精
神
科
病
棟

デ

イ

ケ

ア

専門外来

受 付 時 間

Ｆ Ａ Ｘ
神
経
科

内

科

そ
の
他

休 診 日

滋賀里病院
〒５２０―０００６
大津市滋賀里１丁目１８―４１

０７７―５２２―５４２６ ○ ○
○ ○

ＡＭ９：００～１２：００
０７７―５２２―８２９６ 日・祝祭日

琵琶湖病院
〒５２０―０１１３
大津市坂本１丁目８―５

０７７―５７８―２０２３ ○ ○
○ 聴覚障害者外来

ＡＭ９：００～１２：００
０７７―５７９―５４８７ 日・祝祭日

大津赤十字
病 院

〒５２０―８５１１
大津市長等１丁目１―３５

０７７―５２２―４１３１ ○ ○
○

ＡＭ８：３０～１１：３０
０７７―５２５―８０１８ ○ ○ 土・日・祝祭日

瀬田川病院
〒５２０―２１４２
大津市玉野浦４―２１

０７７―５４３―１４４１ ○ ○
○

ＡＭ１０：００～１２：００
０７７―５４３―１４４５ 土・日・祝祭日

滋賀医科大学
附 属 病 院

〒５２０―２１２１
大津市瀬田月輪町

０７７―５４８―２５０５ ○ ○
○

特殊睡眠外来

思春期外来

ＡＭ８：３０～１０：３０
０７７―５４８―９７３９ ○ 土・日・祝祭日・年末年始

精神保健総合
セ ン タ ー

〒５２５―００７２
草津市笠山８丁目４―２５

０７７―５６７―５００１ ○ ○ ○
○ ○

アルコール外来

思春期外来

ＡＭ８：３０～１１：００
０７７―５６７―５０３３ 土・日・祝祭日・年末年始

湖 南 病 院
〒５２０―２４３３
中主町八夫２０７７

０７７―５８９―５１５５ ○ ○
○ ○ 家族療法

ＡＭ９：００～１２：００
０７７―５８９―５５８５ ○ ○ 日・祝祭日・年末年始・盆休

水 口 病 院
〒５２８―００３１
甲賀郡水口町本町２丁目２―４

０７４８―６２―１２１２ ○ ○
○

ＡＭ９：００～１２：００
０７４８―６２―１２１５ ○ ○ 日・祝祭日

八幡青樹会
病 院

〒５２３―８５０３
近江八幡市鷹飼町７４４

０７４８―３３―７１０１ ○ ○
○ ○ 老人外来

ＡＭ８：３０～１１：３０
０７４８―３３―７７２５ ○ ○ ○ 日・祝祭日・年末年始・創立記念日

豊 郷 病 院
〒５２９―１１６８
犬上郡豊郷町八目１２

０７４９―３５―３００１ ○

○ 老人性痴呆外来

ＡＭ８：３０～１２：００
ＡＭ８：３０～１１：００（土曜）

０７４９―３５―２１５９ ○ ○ ○ 日・祝祭日・盆休・年末年始

長浜青樹会
病 院

〒５２６―００４５
長浜市寺田町２５７

０７４９―６２―１６５２ ○ ○
○ 老人外来

ＡＭ８：３０～１０：３０
０７４９―６５―０８７０ 日・祝祭日

長浜赤十字
病 院

〒５２２―００５３
長浜市宮前町１４―７

０７４９―６３―２１１１ ○ ○ ○
○ ○ 児童外来

ＡＭ８：３０～１２：００
０７４９―６３―２１１９ 日・祝祭日・第２，４土曜日

成 人 病
セ ン タ ー

〒５２４―８５２４
守山市守山５丁目４―３０

０７７―５８２―５０３１ ○ ○ ＡＭ８：３０～１１：００
０７７―５８２―５４２６ ○ ○ 土・日・祝祭日・年末年始

湖北総合病院
〒５２９―０４９３
木之本町大字黒田１２２１

０７４９―８２―３３１５ ○ ○ ＰＭ１２：００～１５：３０
０７４９―８２―４８７７ ○ ○ ○ 月・水・木・金・土・日・祝祭日

公 立 高 島
総 合 病 院

〒５２０―１１２１
高島郡高島町大字勝野１１６７

０７４０―３６―０２２０ ○ ＡＭ８：３０～１２：００
ＡＭ８：３０～１１：００（土曜）

０７４０―３６―１３４１ ○ ○ 日・祝祭日・第２，４土曜日・毎週水曜

大津市民病院
〒５２０―０８０４
大津市本宮２丁目９―９

０７７―５２２―４６０７ ○ ○ ○ ＡＭ８：３０～１１：３０
０７７―５２１―５４１４ ○ ○ 土・日・祝祭日・年末年始

公立甲賀病院
〒５２８―００１４
甲賀郡水口町鹿深３―３９

０７４８―６２―０２３４ ○ ＡＭ８：３０～１１：００
０７４８―６２―６８３４ ○ 月・火・水・木・土・日・祝祭日・年末年始

彦根市立病院
〒５２２―８５３９
彦根市八坂町１８８２

０７４９―２２―６０５０ ○ ○ ＡＭ８：３０～１１：００
０７４９―２６―０７５４ ○ ○ 土・日・祝祭日・年末年始
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精神科診療所

外来通院のみですが、夕方からも受診ができ、なかには夜８時まで受け付けているところもあります。

仕事や学校などによって、ストレスや悩みが大きくなり治療を必要とした場合でも休まず通院すること

ができます。思春期外来など専門外来を行っているところもあります。

精神科診療所一覧表
（平成１５年９月現在）

病 院 名 所 在 地

連 絡 先
精
神
科

心
療
内
科

神
経
内
科
デ

イ

ケ

ア

専門外来

受 付 時 間

Ｆ Ａ Ｘ
神
経
科

内

科

そ
の
他

休 診 日

に お の 浜
クリニック

〒５２０―０８０１
大津市におの浜２―２―６

０７７―５２３―３７５７ ○ ○ ○ 児童思春期

心身症

ＡＭ９：００～１２：００
ＰＭ５：００～８：００
日・祝祭日・水曜と土曜の午後０７７―５２３―３７５７

び わ こ
クリニック

〒５２０―０２３２
大津市真野１丁目１２―２３

０７７―５７３―４８００ ○
○ 聴覚障害者外来

ＡＭ９：００～１１：３０
ＰＭ５：３０～７：３０（火木土）
日・祝祭日０７７―５７３―２６３１ ○ ○

浜 大 津
まつだ医院

〒５２０―００４７
大津市浜大津３丁目１０―３
ハイツ浜大津１階

０７７―５２５―００８６ ○ ○
ＡＭ９：３０～１２：００（月水金土）
ＰＭ１２：００～３：００（水）
ＰＭ４：００～７：００（月金）
日・祝祭日・火・木・第３土曜

０７７―５２５―００８６ ○ ○

湖 南
クリニック

〒５２０―２１４４
大津市大萱１丁目１９―２５

０７７―５４５―８５３０ ○ ○
○
思春期相談

（予約制）

ＡＭ９：００～１２：００
ＰＭ５：００～７：３０（月火木金）
日・祝祭日０７７―５４３―９０９５ ○ ○

植 村
クリニック

〒５２０―２１４４
大津市大萱１丁目１８―３４

０７７―５４４―３９８０ ○ ○ ＡＭ９：００～１２：００（月火木土）
ＰＭ４：００～７：３０（月火水金）
日・祝祭日０７７―５４４―３９８０

山 岡 医 院
〒５２０―０１１３
大津市坂本６―２７―２１

０７７―５７８―０１４５ ○

睡眠

ＡＭ９：００～１２：００
ＰＭ１：００～５：００（土）
ＰＭ５：００～７：３０（月火水金）
日・祝祭日

０７７―５７８―０１４５ ○ ○

水 口
クリニック

〒５２５―００２７
草津市野村町１丁目１―１

０７７―５６６―０６０１ ○ ＡＭ９：００～１２：００
日・祝祭日０７７―５６６―０６０２ ○

メ ー プ ル
クリニック

〒５２５―００５５
草津市野路町９１２―１
サンマール南草津ビル２階

０７７―５６１―３８７７ ○ ○ ○ ＡＭ９：００～１２：００
ＰＭ４：００～７：３０
日・祝祭日０７７―５６１―３８７６

ラ ポ ー ル
クリニック

〒５２４―００２１
守山市吉身３―３―８

０７７―５８１―２７９５ ○ ○ ○ ＡＭ９：００～１２：３０
ＰＭ１：３０～７：３０
日・祝祭日・年末年始・盆休み０７７―５８１―２７９６ ○

か の う
クリニック

〒５２０―３０３１
栗東市大字綣３丁目１０―２２

０７７―５５４―２９６０ ○ ○ ＡＭ９：００～１２：００
ＰＭ４：００～７：００（月水金）
火曜・日・祝祭日０７７―５５４―２９６１ ○

南 彦 根
クリニック

〒５２２―００５４
彦根市西今町１３８

０７４９―２４―７８０８ ○ ○
○ 思春期

ＡＭ９：００～１２：００
ＰＭ４：３０～７：００（火金）
日・祝祭日０７４９―２４―７８０７ ○ ○

－３９－
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病 院 名 所 在 地
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精
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科

心
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内
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内
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デ

イ

ケ
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専門外来

受 付 時 間

Ｆ Ａ Ｘ
神
経
科

内

科

そ
の
他

休 診 日

つ つ み
クリニック

〒５２６―００１５
長浜市神照町４８０

０７４９―６３―０２２３ ○ ○

睡眠

ＡＭ９：００～１２：００
ＰＭ１：００～４：００（月水金）
ＰＭ１：００～４：００（月火水金）

０７４９―６３―０２２３ ○ ○
日・祝祭日

世 一
クリニック

〒５２９―１３４１
愛知郡愛知川町中宿通町３１―１

０７４９―４２―７５０６ ○ ○ ○
てんかん

ＡＭ９：００～１２：００
ＰＭ４：００～７：００

０７４９―４２―７５０７ ○ 日・祝祭日・水曜日・土曜日午後

ア ッ プ ル
クリニック

〒５２６―００５８
長浜市南呉服町９番２号
（長浜駅前ローソン２階）

０７４９―６８―０３５５ ○ ＡＭ９：３０～１２：３０
ＰＭ４：３０～６：３０

０７４９―６８―０３５６ 日・祝祭日・水曜日と土曜の午後

さ い
クリニック

〒５２５―００３２
草津市大路１丁目１１―８
ジュンビル ２Ｆ

０７７―５６６―７２７１ ○ ○
小児科

ＰＭ１７：００～１９：００（月木）

０７７―５６６―７２８１ ○ 金・日・祝祭日

南 草 津
坂本診療所

〒５２５―００５９
草津市大路１―３１―８
クレアトゥール２１ ２Ｆ

０７７―５６６―１００２ ○ ○

思春期

ＡＭ９：００～１２：００
ＰＭ１３：００～１６：００（月火土）
ＰＭ１６：００～１９：００（水金）

０７７―５６６―１００４ ○
木曜・日・祝祭日

バ イ オ
メ ン タ ル
クリニック

〒５２０―０８３２
大津市粟津町２―４９
オプト石山３Ｆ

０７７―５３１―０１８７ ○ ○ ○ ＡＭ９：３０～１２：３０
ＰＭ４：３０～６：３０

０７７―５３１―０１８８ ○ 日・祝祭日・水曜日と土曜の午後

－４０－
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